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災害ごみ処理の基本的な情報
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災害名 発生年月 災害廃棄物量 損壊家屋数 処理期間

東日本大震災 H23年3月 3100万トン
（津波堆積物1100万トンを含む）

全壊：118,822
半壊：184,615

約3年
（福島県を除く）

阪神・淡路大震災 H7年1月 1500万トン
全壊：104,906
半壊：144,274
一部損壊：390,506
焼失：7,534

約3年

熊本地震
（熊本県）

H28年4月 311万トン
全壊：8,668
半壊：34,492
一部損壊：154,098

約2年

平成30年7月豪雨
（西日本豪雨災害）

（岡山県、広島県、愛媛県）
H30年7月 189万トン(※1)

全壊：6,603(※2)

半壊：10,012(※2)

一部損壊：3,457(※2)

床上浸水：5,011(※2)

床下浸水：13,737(※2)

約2年

令和元年房総半島台風
・東日本台風

R1年9月､10月 154万トン(※3)
全壊：3,650(※4)

半壊：33,951(※4)

一部損壊：107,717(※4)

床上浸水：8,256(※4)

床下浸水：23,010(※4)

約2年
（予定）

新潟県中越地震 H16年10月 60万トン
全壊：3,175
半壊：13,810
一部損壊：103,854

約3年

平成２６年８月豪雨
（広島土砂災害）
（広島市）

H26年8月 52万トン
全壊：179
半壊：217
一部損壊：189
浸水被害：4,164

約1.5年

令和２年７月豪雨 R2年7月 53.4万トン(※5)
全壊：1,621(※６)

半壊：4,504(※６)

一部損壊：3,503(※６)

床上浸水：1,681(※６)

床下浸水：5,290(※６)

約1.5年(※7)

（予定）

近年の大規模災害における災害廃棄物の発生量及び処理期間

(※1) 主要被災３県の合計（令和２年７月時点）
(※2) 主要被災３県の公表値の合計（平成31年１月９日時点）
(※3) 被災自治体からの報告の合計（令和３年１月末時点）
(※4) 内閣府防災被害報告の合計（令和２年４月10日時点）

(※5) 被災自治体からの報告の合計（令和３年１月末時点）
土砂混じりがれきを含む。

(※6) 被災自治体からの報告の合計（令和３年8月末時点）
(※7) 熊本県分のみ（令和３年7月末時点） ２



３

大量の混合ごみが発生する



４

自治体が把握していないごみ置き場ができる



５

片付けに必要な人手が足りない

大きな災害のとき、
広範囲の被害が出た災害のとき、
コロナ禍での災害のとき、

十分なボランティアの支援が
得られないことも。

高齢者、妊婦、障害のある方等、
自力で片付けやごみの排出が
難しい人への支援も必要。



６

無管理の住民用仮置場の事例

災害廃棄物の処理が長引く



７

 衛生環境の悪化（悪臭、害虫・害獣の発生など）

 ごみ置き場での火災発生

 地域の復旧・復興の遅れ

 処理費用の増大

 環境負荷の増大

仮置場での火災発生事例
平成23年8月宮城県石巻市

こうした問題によって発生するリスク



市区町村の災害廃棄物処理計画の策定状況(速報値）（人口規模別 令和３年度末）

※速報値のため、数値が変わる場合がある。

平成30年６月に策定された第四次循環型社会形成推進
基本計画において、「万全な災害廃棄物処理体制の構築」
が位置づけられており、災害廃棄物処理計画の策定目標
の達成に向けて取組を更に強化する必要がある。

※近畿２府４県については既に達成済み

災害廃棄物処理計画策定率の2025年度目標

［都道府県］ 100％
［市区町村］ 60％

表 災害廃棄物処理計画人口別策定率比較 ア）近畿ブロックの災害廃棄物処理計画の策定団体は約７割で
、昨年度から着実に増加

近畿全体の策定割合は、昨年度（62％、90団体）から10ポイン
ト増加（72％、143団体）し、全国平均（72％、1,252団体）と
ほぼ同程度となった。
特に策定団体数が増えた和歌山県は（100％、30団体）となり、

京都府も5団体増（61.5％、16団体）、滋賀県も（84.2％、16団
体）と増加している。

イ）災害廃棄物処理計画を改訂した団体は少なく、未改訂の団
体の3割程度が改訂時の課題を認識（令和3年3月時点）

災害廃棄物処理計画の改訂状況は、近畿全体の都道府県では6府県
中1府県のみ、市町村では13％(16団体）が「改訂有り」であった。
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市町村の災害廃棄物処理計画策定率経年変化

近畿全体 全国 ８

人口規模
近畿全体

自治体数 策定数 策定率

全体 198 143 72.2%
50万人以上 5 5 100%

うち政令市 4 4 100%
10万人以上50万人未満 37 34 91.9%
５万人以上10万人未満 44 33 75.0%
５万人未満 112 71 63.4%



災害廃棄物処理モデル事業
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大規模災害発生時廃棄物対策
近畿ブロック協議会
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大規模災害発生時廃棄物対策近畿ブロック協議会

１ 協議会運営・調査等

・協議会(２回、事業内容（７月頃紙面開催）、事業結果の報告と来年度取組予定（２月頃）)

・府県（３回、10名程度）、政令市・中核市（２回、15名程度）、推薦市（１回、10名程度）

有識者（１回4人程度）を対象としたＷＧ(８回)等の開催

・協議会関連団体との意見交換（フェニックスセンター、関西広域連合、近畿地方整備局)

と支援内容や補助に関する勉強会を実施

・支援受援マッチングマニュアル、片付けごみ処理対策連携マニュアルの見直し（見直し充実）

・調査の実施（危険物取扱施設及び石綿含有建築物の課題調査、国有地・府県有地等の仮置場候補地の現地調査、防災・危機管理

部局との連携状況調査、通常時の退蔵品及び高齢化に伴う廃棄物対策に関する調査等）

・情報伝達訓練の実施 （自治体、産業資源循環協会の訓練、２日間実施１２月頃）

・大阪湾圏域等での連携協力及び災害廃棄物処理の継続検討

設 立：平成２７年１月 座長：京都大学大学院 地球環境学堂 准教授 浅利 美鈴 事務局：近畿地方環境事務所

目 的：近畿ブロックにおいて、災害時の廃棄物対策について情報共有を行うとともに、大規模災害発生時の廃棄物対策

に関する広域的な連携について検討し、行動計画策定に結び付けること

構 成 員：滋賀,京都,大阪,兵庫,奈良,和歌山の2府4県、政令市・中核市(18)、推薦市町(7)

関係機関(近畿地方整備局,フェニックスセンター,大阪・兵庫・和歌山資源循環協会)(5)、オブザーバー(4)

学識経験者：◎３R研究財団 高田 光康 ◎神戸大学 准教授 田畑 智博 ◎龍谷大学 講師 水原 詞治

２ 人材育成

・初任者向け・中小都市向け、課題別講習勉強会

（3回:7,8,11月頃）

・府県、市町村が実施する図上演習・研修への支援

【令和４年度の主な活動予定】
かつらぎ町片付けごみの排出模擬訓練

４４団体・個人
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未定稿
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２２

未定稿
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ご清聴ありがとうございました。


